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抄録：公立図書館の評価指標について、貸出と強い関係にあると考えられる指標として、
貸出密度、登録率、実質貸出密度及び予約件数について評価指標としての妥当性の検討を
行った。方法論としては、日本図書館協会刊行の『ハンドブック』等の協会編纂刊行物を、
日本の図書館ナショナル・センターとしての日本図書館協会の公式見解が反映された政策
文献として、その内容を精査した。比較対象に大阪府公共図書館協会研究委員会図書館評
価研究グループが発表した『テーマ 大阪府内公立図書館の目的とその評価』で提起して
いる類似の指標を取り上げた。 
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はじめに 
図書館の活動評価を行うにはさまざまな
評価指標がある。しかし、日本において現
場の図書館の間で最も頻繁に使用されてき
た指標は、「貸出密度」などである。 
例えば直近の事例では、平成 18 年 3 月
の「これからの図書館の在り方検討協力者
会議」報告書『これからの図書館像―地域
を支える情報拠点をめざして―』(以下、『図
書館像』)でも、参考資料中に「3. 図書館
サービスの指標の例、及び人口段階別の上
位の数」1)が収録されている。 
 『図書館像』では、この参考資料を次の
ように位置づけている。少し長文になるが、 
――――――――――――――――――― 
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一般的な理解共有範囲での「貸出密度」上 
位の意味を的確に整理した内容なので、引
用で示す 2)。 
 
  「公立図書館の設置及び運営上の望ま 
しい基準について(報告)」(平成 12 年 12 
月生涯学習審議会図書館専門委員会)で 
は、地方公共団体が「指標」及び「数値 
目標」を設定する際の参考となるよう、 
全国の市町村(政令指定都市及び特別区 
を除く)のうち各人口段階で貸出密度(住 
民一人当たりの貸出資料数)上位 10%の 
市町村の平均数値を算出したものを、「参 
考資料」として示したが、今回、そを最 
新のものに更新し、以下の表に示す 3)。 
 
 このように少なくとも公立図書館の活動
評価を論じるときには、最も基本的な指標
として論じられているのが「貸出密度」で
ある。本稿ではこの「貸出密度」及びこれ
と関係の深い「登録率」、「実質貸出密度」、
「予約」の数値的な評価指標について限定
して、その指標としての正確性、網羅性、
妥当性などについて検討を行う。 
 
1. 『日本の図書館：統計と名簿』 
 『日本の図書館：統計と名簿』は、日本
図書館協会が戦後一貫して編纂を行ってき
た悉皆的、網羅的な日本の図書館に対する
全国統計である。直近の『日本の図書館：
統計と名簿 2007』(以下『日本の図書館 
2007』)4)から、本稿の対象とする公立図書
館の関係指標を取り上げる。 
 『日本の図書館 2007』では、「公共図書
館調査票(2007 市町村立・私立用)において、
「記入要領」があり、「V 奉仕」項目の中
に「2 登録者(2006 年度実績)の項目がある。 
 さらにその下位区分として、次がある。
抜粋で示す。 
   (1) 登録者数(人) 
   2007 年 3 月 31 日現在で、登録して 
いる数で、新規登録者のみではない。 
  (2) 有効登録者数 
   2006 年度内に図書館を利用した登 
録者数(実人数)。新規登録者のこと 
ではない。 
  (3) うち自治体内有効登録者数 
   「(2) 昨年度有効登録者数」のうち、 
自治体内の住所を持つ登録者数。 
 
 しかし、項番「(1) 登録者数(人)」は、図
書館側での一定期間の累積登録者数である。 
しかしこの累積登録者数は、自治体からの
転出等の人口移動などによって「幽霊利用
者」を含む数値である。論理的には、一定
期間ごとに利用者更新を行うのが適切であ
る。しかし、『日本の図書館』の記入要領に
はその定義されていないし、後述するよう
に、また現場の公立図書館でもその抹消基
準が共有されているわけではない。よって
実際には、「登録者数」の定義は調査対象の
各図書館の判断に委ねられ、統計はその数
値を機械的に集計したものとなる。 
 次の項番「(2) 有効登録者数」は「2006
年度内に図書館を利用した登録者数(実人
数)」と一見明確な基準である。しかし、「図
書館を利用した」をどのように考えたらい
いのであろうか。 
 図書館利用の種類には、貸出、閲覧、複
写、視聴、行事参加などさまざまなものあ
る。仮に、年度内の「ユニーク来館者」数
とすると、利用者カードをゲートシステム
通過に使用するような方式、及び、全利用
者 ID との自動照合によるシステム記録を
持たなければ、「ユニーク来館者」数は計測
できない。 
 
 さらに、『日本の図書館 2007』では、「公
共図書館調査票(2007 市町村立・私立用)に
おいて、「記入要領」に「(1) 登録者数(人)」、
「(2) 有効登録者数」、「(3) うち自治体内有
効登録者数」の 3 項目があることを述べた
が、冊子体の本体統計箇所では「(1) 登録
者数(千人)」があるのみで、他の 2 指標の
計先はない。 
 一方、同 FD 版では上記の調査 3 項目の
すべてが収録されている 5)。冊子体の場合
には、版面スペースの物理的な制約があり、
紙型の拡大版にするか、活字ポイントの縮
小、または、掲載項目の入れ替えしか対処
方法はない。 
 さらに手元の『日本の図書館 2006 FD
版』で見ると、調査対象図書館数(図書館シ
ステム数でない)単純集計で、「(2) 有効登
録者数」の回答率が 48.2%、「(3) うち自治
体内有効登録者数」の回答率が 55.4%であ
る 5)。 
 なお、上記の「(2) 有効登録者数」の調
査項目が「公共図書館調査票(2007 市町村
立・私立用)に追加されたのは、『日本の図
書館 2004』以降である。 
 
２．『図書館ハンドブック第 6 版』の評価
指標(抜粋) 
 『図書館ハンドブック第 6 版』6) (以下、
『ハンドブック』)は、個人編纂書ではなく、
日本図書館協会が編集委員会を設置し、刊
行した資料である。この意味では同協会と
しての公式な見解が反映されていると考え
られる。『ハンドブック』では、表 1(抜粋)
の評価指標を掲載し、「特徴と課題」欄にお
いて若干の解説を付している。これを手が
かりに『ハンドブック』における「評価指
標」を検証する。なお、論議の都合上、元
の表にはない項目番号欄を追加すると共に、
各指標に記述されている「特徴と課題」欄
の記述内容については、意味的な文節単位
で項目ごとに区番を付与した。この「貸出
密度」、「登録率」、「実質貸出密度」、「住民
一人当たりの予約件数」が、本稿での検討
対象である。 
 
2.1 貸出密度 
 貸出密度は、年間図書館資料総貸出点数/
奉仕対象住民人口、で得られる数値である。
厳密には分子の貸出点数は、前年度の総貸
出点数実績を意味し、奉仕対象住民人口は、
前年度 3 月 31 日現在の住民基本台帳登録
人口が使用される。 
 ここで、『ハンドブック』では項番 1 の
貸出密度の「特徴と課題」欄において、3
点の記述がなされている。 
 区番(1)については、貸出密度が問われる
時には当該自治体の奉仕対象人口段階別で
議論されることが一般的であり、常識的な
記述である。 
区番(2)については、分母である奉仕対象
住民人口に対する記述である。しかし、先
の積算式では、分子である年間図書館資料
総貸出点数については、年間のすべての貸
出資料点数であり、それは必ずしもすべて
が当該自治体住民によって貸出されたもの
でないことを含意している。一方、分母は
住民人口である。ここでは、分母と分子の
基礎概念に乖離が存在している。この貸出
密度指標は図書館の住民利用度を表す最も
頻繁に引用される指標であるが、実態は住
民外による貸出も住民による貸出と見なさ
れて積算が行われている点を区番(2)は示
唆している。 
思うに貸出密度の積算式は、手作業時代
からの「みなし」指標であると考えられる。
すなわち手作業時代においては、積算処理
能力の限界から分子の年間図書館資料総貸
出点数をすべて当該自治体住民によって貸
出された、と「みなし」、分母は住民基本台
帳登録人口を使用して貸出密度を「みなし」
積算した指標であった。 
ほとんどの図書館において業務のコンピ
ュータ処理が普及している現在では、貸出
者属性ごとの貸出密度を算出することは簡
便に実行できる。地域住民のみによる貸出
数は自動的に計測可能である。なお、分母
に「登録者」や「実質登録者」をおく指標
については、後述をする。また、区番(2)
は同時に住民外の貸出利用の増加が誤差と
して無視できない数値に上っている図書館
も存在することを意識した記述である。 
なお、区番(3)については、本稿の論考の
対象外なので言及しない。 
 
2.2 登録率 
 登録率は、登録者/奉仕対象住民人口、で
得られる数値である。『ハンドブック』では
「特徴と課題」欄において、3 点の記述が
なされている。その中で区番(1)及び(2)にお
いて、二つの問題点を指摘している。 
2.2 1 登録者の範囲 
登録者の範囲には、二つの課題が存在す
る。共に、登録者の内包定義である。 
 第一は同時性の空間軸での定義であり、
登録者の範囲である。ここでは最も狭い定
義は住民の登録者であり、最も広い定義は
すべての登録者である。 
 第二は、時間軸における有効登録者の考
え方である。事例で示せば、自治体転出者
でも有効登録期間であれば「登録者」とな
るし、逆には、登録者抹消または除外の処
理基準が統一されていない、ということで
ある。 
2..2.2  登録者/奉仕対象住民人口 
 前項で検討したように分子の内包定義に
ゆらぎがあれば、積算式において得られた
登録率は同じくゆらぎが内在することにな
る。 
 『ハンドブック』では区番(3)については
上述の点を考慮し、「自館の利用状況の分析
としては使えるが、比較指標としては使用
できない」としている。すなわち、登録率
は同一程度の奉仕対象人口の図書館間の比
較指標の妥当性を持っていない。 
 
2.3  実質貸出密度 
実質貸出密度は、年間図書館資料総貸出
点数/有効登録者数、で得られる数値である。
ここでも上の登録率で検討した登録者の内
包定義における 2 つのゆらぎがあるために
「有効登録者」の共通的な積算根拠が存在
しない。結果として、分母にゆらぎがある
ために得られる指標の実質貸出密度は、区
番(1)及び(2)の記述「[図書館間の比較指標
には]使えない」指標(補記は著者)となって
いる。 
 
2.4  住民一人当たりの予約件数 
住民一人当たりの予約件数は、年間総予
約件数/奉仕対象住民人口、で得られる数値
である。『ハンドブック』では「特徴と課題」
欄の区番(1)において「貸出とは強い相関関
係にある」とし、区番(2)において「比較指
標としては妥当と思われる」としている。 
しかし、ここにも指標としての問題点が
2 点潜在している。順次検討を進める。 
2.4.1 年間総予約件数の予約者 
 ここにも 1.3 節までに検討をしたことと
同様の課題が存在している。すなわち、年
間総予約件数には、地域住民以外からの予
約も包含されており、得られる指標は正確
な意味での「住民一人当たりの予約件数」
ではない。特に昼間人口が多く、住民外の
利用が活発な図書館などでは、「見かけ数
値」が大きくなる。論述の繰り返しは省略
する。 
2.4.2 「予約」の内実 
 ここでいう年間総予約件数には、二つの
実態が混在している。第一は、貸出中の資
料の予約である。通常は、物理単位 7)で予
約をかけ、最も早く返却がされた資料から
順次提供を行う。話題のテーマの資料や巷
間にのぼった資料などに貸出希望が集中す
る場合などは、「副本」適切数の課題ともな
る指標である 8)。 
 第二は、当該図書館が要求資料を所持し
ていない場合であり、これに対する図書館
の対応は 1)新規購入等、2)他の図書館から
の貸借、の 2 点に分かれる。共に「選書」
見直しの基礎指標となるが、「2)他の図書館
からの貸借」数は別途、都道府県立図書館
の役割評価や地域図書館システムの充実度
の評価指標にもつながる。また、「図書館パ
フォーマンス指標(JIS X0812, 2002)の「要
求タイトル所蔵率」との検討にも係わる指
標でもある。 
 このように実態の異なる「予約」を合算
して分子の年間総予約件数とし、住民人口
で除することは評価指標としての正確性に
疑問が生じる。ちなみに、大学図書館界で
は、一般的に「貸出中の資料の予約」を「予
約」、「新規購入」を「リクエスト(希望購入)」、
「他の図書館からの貸借」を「相互貸借」
として識別・意識している。 
 
 以上本章では、『ハンドブック』における
貸出に係わる 4 つの指標を検討した。『ハ
ンドブック』はある意味で客観的な解説書
であり、その意味ではこの記述は正直な記
述である。 
しかし、例えば先にあげた『日本の図書
館 2007』では、「市区町村立図書館人口段
階別集計」9)において。登録者の項目に「登
録率」、貸出数の項目において「貸出実績第
1 位」欄があるし、「人口段階別図書館状況
一覧」10)では「予約件数」欄がある。しか
し、『日本の図書館』の凡例からは、『ハン
ドブック』における「特徴と課題」欄の注
記事項－「比較評価指標としては使えない」
－を読み取ることは不可能である。 
 また蛇足ではあるが、『図書館像』で引用
された奉仕対象人口段階は 14 区分であっ
たが、『日本の図書館』では正確には町村立
図書館を 6 区分、市立図書館を 10 区分の
段階区分である。対象年度は 1 年間のズレ
があるが、こうした経年変化の検証にも使
用されることのある統計類に無用の混乱を
引き起こしている 11)。 
 
３. 『図書館による町村ルネサンス L プラ
ン 21』 
 『図書館による町村ルネサンス L プラン
21』(以下、『L プラン 21』)12)は、日本図
書館協会町村図書館活動推進委員会が責任
刊行を行った政策提言文章であり、これも
同協会としての公式な見解が反映されてい
ると考えられる。本稿では日本図書館協会
の考える「評価指標」を検討する第二の対
象としてこれを取り上げる。 
 『L プラン 21』は、1997、1998 年度の
2 ヵ年に渡り文部省(当時)から町村図書館
振興に向けた調査研究「町村の図書館設置
促進のための調査研究」の成果を、「集大成
として政策提言を 21 にまとめあげ、これ
を<L プラン 21>と名づけて」13)刊行した
ものである。 
『L プラン 21』では、「21 図書館の設置
と運営に関する数値基準」14)が設けられ、
「望ましい基準」を審議した生涯学習審議
会図書館専門委員会報告の「参考資料(2) 
「数値目標の例」」を基礎にして、「人口段
階区分の粗いところを補正できるような係
数も示した上で」、「図書館の設置と運営に
関する数値基準」として提起している。数
値項目は、延床面積、資料費、蔵書冊数、
年間増加冊数、開架冊数、職員数である。
残念ながら、本稿で論述対象としている貸
出密度、登録率、予約件数等への言及はな
い 15)。 
 
４．『公立図書館の任務と目標 解説 改訂
版』の評価指標 
 日本図書館協会図書館政策特別委員会編
『公立図書館の任務と目標 解説 改訂版』
16)(以下、『任務と目標 解説』)は、1989
年にその初版が「図書館法第 18 条にいう
「公立図書館の設置及び運営に関する望ま
しい基準」に代わるものを策定する作業を
すすめてきた」17)成果として刊行され、本
稿の対象とする『任務と目標 解説』までに
4 回の版を重ねた日本図書館協会における
公立図書館の政策文献として位置づけられ
てきた文献である。最終の版である『任務
と目標 解説』では、その序文において次の
ように述べている 18)。 
   
  「任務と目標」は、図書館界のナショ 
ナルセンターとしての日本図書館協会が、 
図書館づくり運動の経験と実践の蓄積を 
通して、公立図書館の基本的な在り方、 
設置運営の好ましい姿を提示するもので 
あり、本来国の作成する基準とは性格を 
異にする。(中略)現場における日々の図 
書館づくりの実践の中で遭遇するであろ
う局面において、公立図書館事業の基本に
立ち戻って課題や問題点を確かめ、展望を
見出す参考・指針となること(後略) 
  
このように『任務と目標 解説』には、日
本図書館協会としての公式な見解が反映さ
れている政策文献と考えられる。本稿では
日本図書館協会の考える「評価指標」を検
討する第三の対象としてこれを取り上げる。 
 『任務と目標 解説』では、「図書館シス
テム整備のための数値基準」が、記載され
ており 19)、その位置づけが述べられてい
る。 
 
そこで今回の改訂にあったては、「L 
  プラン 21」の数値基準を改訂するかた 
ちで、「日本の図書館 2003」によって 
新たに平均値を算出し、これをもとに 
した｢数値基準｣を提案することとする。 
「目標値」としてではなく、達成す 
べき「基準値」としたのは、ここに掲 
げられた数値がそれぞれの人口段階の 
自治体において、すでに達成されたも 
のであるからである。 
    
 『任務と目標 解説』で掲げられている「基
準値」は、延床面積、増書冊数、開架冊数、
資料費、年間増加冊数、職員数であり、「L
プラン 21」と同一項目である。奉仕対象住
民人口区分は、「L プラン 21」と同様に 5
区分であるが、「L プラン 21」が『日本の
図書館』の 1999 年版を使用したのに対し
て、『任務と目標 解説』は『日本の図書館』
2003 年版を使用し、数値更新を行っている。
この意味では、『任務と目標 解説』におけ
る「基準値」は、「L プラン 21」の「図書
館の設置と運営に関する数値基準」を継承
している。 
しかし、「L プラン 21」における「21 図
書館の設置と運営に関する数値基準」の目
的が、「これから図書館を設置しようとする
自治体にとっての目標値としてふさわしい
水準」を示すことにあった点から、開館後
の図書館サービス評価指標について薄いこ
とは理解ができるが、「日々の図書館づくり
の実践の(中略)参考・指針」として編纂さ
れた『任務と目標 解説』において図書館サ
ービスの評価指標が存在しない点は、少し
悔いが残る 20)。 
 なお、『任務と目標 解説』では「今後は
最新版の『日本の図書館』によって算出さ
れた数値を基準にする」としているが、同
書刊行をもって図書館政策特別委員会は
1983 年以来 20 年間の活動を終え、爾来日
本図書館協会によるこの基準値の明示的な
更新は寡聞にして聞かない。 
 
５. 図書館現場の評価指標の提案 
 このように日本図書館協会における政策
的文献等を検討しても、必ずしも図書館活
動に対する評価指標についての基本的な枠
組みが一定しているものでもない。 
 では、実際の図書館現場ではこうした評
価指標をどのように把握しているのであろ
うか。 
ここでは、大阪公共図書館協会研究員会
図書館評価研究グループ(以下、「大阪評価
グループ」)による発表資料(以下、『大阪図
書館評価』21))を手がかりにして、これを
検討したい。 
 『大阪図書館評価』は、「大阪評価グルー
プ」によって 2 カ年間の研究の成果として、
第 54 回大阪公共図書館協会大会(2006 年
11月 30日)において発表された文献である。 
 なお、同時に『図書館評価のための目標・
指標数値リスト』22)(以下、『数値リスト』)
も発表されているので、併せて参照したい。 
 
5.1 『大阪図書館評価』の基本スタンス 
 『大阪図書館評価』では、府下公立図書
館の評価に、『図書館像』収録の参考資料中
の「3. 図書館サービスの指標の例、及び人
口段階別の上位の数」にも採用された、「貸
出活動上位の公立図書館における整備状況
2005((社)日本図書館協会調べ)を比較資料
として対象とし、次の方針で比較・考察を
行っている。 
1) 大阪府下公立図書館をその設置
自治体における奉仕対象人口に
対応して、「人口段階別の上位の
数」の数値指標と比較する。 
2) 奉仕対象人口段階の最大区分が
「～ 30 万人」、「平均人口
386,961 人」なので、これを大
きく超える大阪市、堺市、東大
阪市は考察対象から除外する。 
3) 比較は絶対数値ではなく、対「人
口段階別の上位の数」の数値指
標の達成度(百分率比)とする。 
 『大阪図書館評価』では、大阪府内公立
図書館の任務として次の 7 つの目標をかか
げ、「全国的に高水準にある自治体との比較
も含めて大阪府内公立図書館の任務を果た
していかねばならない」としている 23)。 
 目的 1 知る権利の保障 
 目的 2 すべての住民へのサービス提供 
 目的 3 地域振興 
 目的 4 知の公共空間 
 目的 5 図書館ネットワークの活用 
 目的 6 図書館運営計画の策定 
 目的 7 大阪府立図書館の役割の確立 
 この内、前章までに検討してきた指標に
係わる部分は「目的 2 すべての住民への
サービス提供」状況チェックの 5 つの下位
チェック項目の 2 番目に「図書館資料の情
報提供に努めること」項目中で取り上げら
れている 24)。具体的に示されている項目
は、次の 4 項目である。①実質貸出密度(登
録者一人当たりの貸出冊数)、②実質登録率
(年間 1 回以上貸出利用をした人の比率)、
③予約件数、④レファレンス件数 25)。 
 なお、『数値リスト』では、次のように経
年変化も可能なように工夫がされている。
参考に該当箇所を表 2 に抜粋で示す。 
 以下では、この 4 項目中で前章までに取
り上げた貸出に係わる 3 指標を、『ハンド
ブック』等と比較が可能な指標として以下
に考察を進める 26)。 
 
5.2 実質貸出密度(登録者一人当たりの貸
出冊数) 
 『ハンドブック』では、「貸出密度・住民
一人当たりの貸出件数」を「活動状況を見
る指標。図書館で最も使われている」とし
ている 27)。実際の「貸出密度」積算は、
年間貸出件数/奉仕対象人口で得られる。し
かし、『ハンドブック』自身の記述にも「広
域的な資料貸出を行う図書館が増えてきて
おり、その自治体の人口で考えることが妥
当かという問題」28)をはらんでいた。 
 ここで、「広域的な資料貸出を行う図書
館」の実態的な解説はないが、次のような
ケースが考えられる。 
1) いわゆる「住・職・学」を登録対象
者として、当該自治体内に勤務また
は就学している者も利用登録の対象
とする。 
2) 自治体を超えた図書館間の相互利用
協定等の締結図書館間において、互
いの登録者を 
自館登録者とみなす。最近は、公立
図書館間だけでなく、地域連携の中
で大学図書館等にも拡大が進んでい
る。 
3) 図書館未設置自治体の住民など隣接
自治体等の住民をも対象者とする。 
4) なんらかの身分証明等をもって確認
ができれば、「すべての人に開かれた
図書館」運営の登録者。 
 しかし『大阪図書館評価』では、『ハンド
ブック』等と異なり「実質貸出密度」の指
標が提起され、登録者一人当たりの貸出冊
数が指標となっている。すなわち、分子数
値は同じ年間延べ貸出資料点数であるが、
『ハンドブック』の「貸出密度」の分母は
図書館設置自治体の住民人口であるのに対
して、『大阪図書館評価』では「実質貸出密
度」の分母は、登録者であるが、しかしこ
の登録者についても定義の吟味が必要であ
る。 
 ここで『大阪図書館評価』に沿ってその
提起した課題を 2 点考察しておきたい。 
1) 大阪府下公立図書館の「登録者」の
範囲 
 これについては、『大阪図書館評価』自 
体も囲み記事「グループからの提案 登録
率ってなんだ？」29)において、次のような
問題点の指摘と呼びかけを行っている。少
し長文になるが大切な点なので引用で示す。 
 
  ほとんど全ての公立図書館は登録率 
を算出・公表しておられると思います 
が、「登録期間が同一」という点は自治 
体によって大きく異なります。すなわ 
ち、利用者が持つ図書館カード(貸出カ 
ード・貸出券・貸出票等)の有効期間が 
自治体ごとに独自に設定され、「1 年間 
(或いは数年間)1 度も利用していない 
が有効なカードは持っている」といっ 
た利用者を、その年の登録者とみなす 
かどうかの基準も違う結果、同一条件 
での比較ができません。これは大阪府 
内に限ったことではなく、日本の図書
館界全体の課題でもあります。有効期間 
の年数にかかわらず、単年度に実際に利 
用した人数を把握し互いが比較できる 
よう、図書館界全体としての足並みを揃 
えた対応を求めます。 
 
 引用にあるように、「実質貸出密度」の
分母である「登録者」数が、図書館カー
ドの有効期限の異なりから、図書館によ
って「登録者」範囲が異なってしまい、
結果として、仮に同一の貸出数の図書館
間であっても分母定義が異なるので、結
果としての「実質貸出密度」数値が異な
ることになる。これでは『ハンドブック』
の記述にも頻出する「同一俎上で比較す
ることが妥当かどうかという問題」に再
び直面をすることになる。 
2) 「実質貸出密度」の提起 
 こうした問題点を受けて『大阪図書館
評価』では、「これは大阪府内に限ったこ
とではなく、日本の図書館界全体の課題」
とした上で、「単年度に実際に利用した人
数」を「実質貸出密度」の分母である「登
録者」数とするように提起している｡いわ
よる幽霊登録者を排除した実質登録者の
統計基準の提起である。分子が単年度貸
出件数であるから、論理的整合性のある
基礎指標として評価したい。 
 ただし、年間総貸出点数を分子とし、
このアクティブな「登録者」を分母とし
た「実質貸出密度」は、当該図書館の貸
出利用の活発さを示す指標にはなっても、
ここでの利用者は、当該図書館設置自治
体の住民利用を測定する指標とは異なる
指標である。 
 そこで本稿では、次のように多段階に
利用者をセグメント化した「貸出密度」
の分母を提案したい。なお、指標名はす
べて説明のための仮称である。 
 第一の「実質住民登録数」は、当該自治
体住民による貸出頻度指数の分母であると
共に、当該自治体における奉仕対象人口を
分母とした分子として、当該自治体住民の
図書館登録率にも使用できる 30)。 
  1)年度貸出件数/設置自治体住民実質
登録数 ＝ 設置自治体住民の貸出密
度 
  2) 設置自治体住民実質登録数/当該自 
対象人口 ＝ 設置自治体住民の図書館 
登録率 
 第二の実質「職・学」登録数は、昼間「住 
民」の貸出密度である。一種の「図書館の 
魅力指数とも言えるかもしれない 31)。 
   1) 年度貸出件数/実質「職・学」登録
数 ＝ 昼間「住民」の貸出密度 
 第三の図書館間協定利用者数は、図書館
間利用協定の効果測定指標の一部となるし、
また、この反対数である協定による当該自
治体住民の他図書館での図書館間協定借受
者数は、自館コレクション評価の「貸借対
照表」の項目にもなろう。 
 第四の「その他の登録者数」は、上記以
外の実質登録者数である。 
第五の「総計」は、『大阪図書館評価』で
の「実質貸出密度」の分母である。 
 このように多段階に利用者をセグメント
化した「実質貸出密度」指標を用いること
で、当該図書館の貸出利用の実態(貸出市場
実態)が把握できるし、また、他の蔵書構成
関係指標などとクロス分析を行うことで、
新たな運営指針見直しへの基礎データにも
なると考える。 
 
5.3  予約件数 
 『大阪図書館評価』では予約件数を、「当
該館が利用者の求める資料を持っていなか
った場合、新たに所蔵資料として購入した
り、他の図書館から必要な資料を取り寄せ
ることを含んでいます」とし、1.4.2 項で検
討した「予約」の分離課題を『ハンドブッ
ク』と共有している。議論の再論は避けた
い。 
 ただ、予約件数は静的な年間累積実績値
ではあるが、予約と提供までに要した時間
概念を含まない指標である。全予約におけ
る提供可能状態への変異の平均日数という
顧客満足度につながる動的指標の検討も必
要ではなかろうか 32)。 
 なお『大阪図書館評価』では、「図書館パ
フォーマンス指標」の「要求タイトル所蔵
率」への言及があることも紹介しておきた
い。 
 
さいごに 
 公立図書館の評価指標について、貸出と
強い関係にあると考えられる指標として、
貸出密度、登録率、実質貸出密度及び予約
件数について検討を行った。方法論として
は、日本図書館協会刊行の『ハンドブック』
等の協会編纂刊行物を、日本の図書館ナシ
ョナルセンターとしての日本図書館協会の
公式見解が反映された政策文献として、そ
の内容を精査した。併せて、大阪府公共図
書館協会研究委員会が発表した『大阪図書
館評価』で提起している類似の指標につい
て考察を行った。 
  考察の結果、次の 4 項目が明らかになっ
た。以下に箇条書きで示す。 
(1) 貸出密度については、当該自治体の住
民外の要素が含まれる「みなし」指標であ
り、比較指標としては、粗な指標であるこ
と。また、しかし、文部科学省の各種報告
書や日本図書館協会の各種政策文献などで、
こうした内実にかかわらず無定見に使用さ
れていること。 
(2) 登録率は、登録者の内包定義と当該自
治体の住民外の要素があること。また、登
録者の意味の異なりから、積算結果の数値
は比較指標として使用ができないが、『日本
の図書館』等でもこの数値が収録・公表さ
れていること。 
(3) 実質貸出密度についても『ハンドブッ
ク』において分母である「有効登録者」の
定義の異なり、及び当該自治体の住民外の
要素が含まれることから、比較指標として
は使用できないこと。なお『大阪図書館評
価』では、「単年度に実際に利用した」ユニ
ーク登録者数を分母とするように呼びかけ
ている。 
(4) 住民一人あたりの予約件数は、『ハンド
ブック』の当該項目の「特徴と課題」欄の
区番(2)「比較指標としては妥当と思われ
る」の記述にかかわらず、1)予約と提供可
能までに要した時間概念を含まない静的指
標であること。2)予約とリクエストの区分
のない「要求タイトル充足率」評価が行え
ない指標であること。 
 
 公的セクターの民営化や社会的説明責任、
自己評価、第三者評価などニュー・パブリ
ック・マネジメント手法の推進が進行する
図書館を取り巻く状況において、図書館評
価指標の明確な全国標準の確立とそれに基
づいた自館と活発な図書館活動を展開して
いる図書館群との正確な比較指標による検
討などによる図書館経営の不断の見直しが
必要とされる。 
 公立図書館の活動評価を論じる時に、最
も基本的な指標として用いられるこれらの
指標がいずれも現在のままでは、全国統一
がされた比較指標として使用しがたい現状
は、早急に是正が図られるべきであろう。
日本のナショナル・センターとしての日本
図書館協会の迅速な対処が望まれる。 
 
 付記：本稿について次のようなご意見を
いただいたことがあった。貴重なご意見に
伏して謝しその要約と共に、著者の思いを
記しておきたい。 
・(取り上げている指標の)問題点は、図書 
館現場の職員なら誰でも知っていること。 
・もともと貸出密度、登録率、予約件数等 
の指標については、厳密にいうと問題が 
あることは分かっている。 
・(利用者)カードの有効期限の設定等につ 
いては、自治体の住民サービス度や人手 
やコストの問題も絡んでくるので、一律 
に決めるのは大変困難である。 
 
 思うに「現状の問題点は分かっているが、
変更は困難」ということなのだろう。しか
しこうした「ご卓見」は、一方で本稿で取
り上げた指標類の標準化のみならず、図書
館界にかかる多くの標準化の必要性を総論
賛成、各論反対の焼き直しをしてきた「抵
抗勢力」の論理ではないか、との懸念が浮
かぶ。 
 大多数の公立図書館がシステム規模の大
小はあれ、「図書館トータルシステム(パッ
ケージ)」を導入している現在、5-6 年のシ
ステム更新サイクルの経過を得れば、統一
への道のりはシステム的には容易である。 
 必要なのは、共有すべき適切な指標とは
なにであり、その的確な定義と標準化の規
範形成と合意、実行である。 
 
 「図書館員ほど標準化に熱心で、図書館
員ほど標準化を行わない人種はいない。」と
述べた先人のつぶやきが想起された。 
 BG(Before Google)時代の発想への拘泥
では、行政組織内部だけでなく、設置自治
体の住民への図書館行政の説明責任も果た
せないのではなかろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 評価指標 (出典: 図書館ハンドブック 第 6 版， 日本図書館協会， 2005 より抜粋) 
 
項 番  指標名 計算式 特徴と課題 
1 
貸出密度・住民一
人当たりの貸出件
数 
貸出件数/人口 
(1)人口規模に大きな差がある場合、同一俎上で比
較することが妥当かどうかという問題がある。(2)ま
た、広域的な貸出を行う図書館が増えてきており、
その自治体の人口で考えることが妥当かという問題
もある。(3)さらに、根源的なこととして、資料の貸出
がその図書館の評価と直接結びつくのかという議論
が常に行われている。 
2 
住民一人当たりの
予約件数 
予約件数/人 
(1)予約件数は職員数や蔵書数、雑誌タイトル数と
相関関係を示すほか、貸出とは強い相関関係にあ
る。(2)比較指標としては妥当と思われる。 
3 登録率 登録者/人口 
(1)自治体によって登録者の定義が違う。また、有効
期間も違う。(2)また広域利用者の取り扱いもまちま
ちである。(3)自館の利用状況の分析としては使える
が、比較指標としては使えない。 
4 実質貸出密度 
貸出件数/有効登
録者数 
(1)この場合も自館の分析としては使えるものの、(2)
他館との比較などでは登録者の定義が館によって
違うので使えない。 
  *なお、表中の丸数字は、アラビア数字に置き換えた。 
 
表 2 『数値リスト』(「大阪評価グループ作成)からの抜粋 
 
目的Ｉ  <<知る権利の保障>>図書館は国民主権の精神に則り、豊かな蔵書構成を
構築し、高度情報社会に適応した技術をもとに、資料の提供を通じて住民の知る権利
を保障しなければならない。(以下、抜粋) 
   図書館資料の情報提供の充実に努めること。 
  (1) 実質貸出密度(登録者一人あたり貸出冊数) 
 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 
実質貸出密度    
(2)実質登録率(年 1 回以上貸出利用した人の比率) 
         平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 
実質登録率    
(3)予約件数 
         平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 
予約件数    
                     *なお、表中の丸数字は、アラビア数字に置き換えた。 
 
 
   表 3 多段階の「貸出密度」の分母 
住民実質 
登録数 
実質「職・学」
登録数 
実質図書館間協
定利用者数 
その他の登録者
数 
総計 
当該自治体
内の年度内
貸出者数 
当該自治体への
「職・学」年度
内貸出者数 
近隣図書館との
利用協定年度内
貸出者数 
その他の登録者
の年度内貸出者
数 
す べ て の
年 度 内 貸
出者数 
  *「年度内貸出者数」は延べ人数ではなく、ユニーク貸出者数 
 
 
  
注 
1) 出典は、「貸出活動上位の公立図書館に
おける整備状況 2005((社)日本図書館
協会調べ)である。奉仕対象人口別、14
段階区分である。 
2) 平成 13 年文部科学省告示第 132 号に
おいて、図書館サービスの計画的実施
及び自己評価のために、各図書館がそ
れぞれ適切な「指標」を設定すると共
に、それに係る「数値目標」を設定し
計画的に図書館サービスの遂行と自己
点検を行うように求めている。 
この告示を受けての『図書館像』での
記述と考えられる。 
3) 表の引用は、省略した。なお、数値は
平成17年4月1日現在のものである。 
4) 日本図書館協会図書館調査事業委員会
『日本の図書館 統計と名簿 2007』日
本図書館協会, 2008.1. 
5) 『日本の図書館 2006 FD』版では、単
純集計で、回答館数 3,087 館、有効登
録者数の回答館数 1,487 館、うち自治
体内有効登録者数の回答館数 1,711 館
であり、それぞれ回答館数の全体に占
める比率は、48.2%、55..4%である。 
6) 日本図書館協会図書館ハンドブック編
集委員会『図書館ハンドブック第 6 版』 
日本図書館協会, 2005, p.177. 「表 III-6 評
価指標」 
7) ここでいう｢物理単位｣とは、管理番号
付与の 1 点づつを意味しない。例えば、
上下巻の資料が 2 組存在する場合、こ
の上巻、下巻の単位が「物理単位」で
あり、管理番号は 4 件が付与される。 
8) ただし、複本予約者の絶対数が問題な
のではなく、(平均貸出時間+平均取り
置き)*複本予約者総数/複本数、で得ら
れる予約語に貸出可能となるまでの時
間的規準である。 
9) 同 4)。p.26-27. 
10) 同 4)。p.30 以降。 
11) 正確には町村立図書館を 6 区分、市立
図書館を 10 区分、以外に政令指定都
市、特別区枠がある統計集計である。 
12) 日本図書館協会町村図書館活動推進委
員会著『図書館による町村ルネサンス
L プラン 21‐21 世紀の町村図書館振
興をめざす政策提言‐』日本図書館協
会, 2001.7. 
13) 同上。p.4. 
14) 同上。p.48-49. 
15) 「21 図書館の設置と運営に関する数
値基準」の目的が、「これから図書館を
設置しようとする自治体にとっての目
標値としてふさわしい水準」を示すこ
とにあったので、開館後の図書館活動
に係る指標がないのはやむを得ない点
であろう。 
16) 日本図書館協会図書館政策特別委員会
編『公立図書館の任務と目標 改訂版』
日本図書館協会, 2004.  
 なお同書は、1989 年 6 月に初版、
1995 年 6 月に増補版、2000 年 12 月
に増補修訂版、2004 年 9 月に改訂版が
最終刊行されている。同文献は日本図
書館協会における公立図書館運営の基
本的「政策文献」であり、多くの公立
図書館地区別研修等のテキストに使用
されている。また、同書を編集する日
本図書館協会図書館政策特別委員会は、
こうした研修への講師派遣事業も実施
してきた。 
17) 日本図書館協会図書館政策特別委員会
編『公立図書館の任務と目標 解説』
1989, p.3. 
18) 日本図書館協会図書館政策特別委員会
編。前掲 16)。p.4. 
19) 日本図書館協会図書館政策特別委員会
編。前掲 16)。pp.81-86.. 
20) 著者自身も『公立図書館の任務と目標 
改訂版』の委員の末席に参加した者と
しての自己反省である。 
21) 大阪公共図書館協会研究委員会図書館
評価研究グループ『テーマ大阪府内公
立図書館の目的とその評価―便利で重
宝で頼りがいのある図書館を目指して
ー平成 18 年度大阪公共図書館大会 図
書館評価研究グループ発表資料』2006
年 11 月 30 日, 34p. 
22) 『図書館評価のための目標・指標数値
リスト』OLA 研究委員会図書館評価グ
ループ作成。2006.11, 12p. 
23) 大阪公共図書館協会研究委員会図書館
評価研究グループ。前掲 20)。 p.3.. 
24) なお本文では取りあげなかったが、レ
ファレンス件数に関して次のような記
述が『大阪図書館評価』p.7 にあり、
別途、大阪府下公立図書館のレファレ
ンス統計は、基礎データ収集基準制定
の予備段階にあることが読み取れる。 
   「レファレンスの中身によって、書 
庫出納や書架案内、高度な内容による 
ものを同一にカウントしたり、区分も 
自治体によって様々です。当委員会で 
は、府内のサービスの把握のため、レ 
ファレンス件数の取り方を以下のよ 
うに提案します。利用案内・資料案 
内・レファレンス・書庫出納。」 
25) 3 指標の選定には、指標間での意味的
な評価はない。単に貸出に係わり、か
つ、比較可能な指標として選定をした
ものである。 
26) 別途、貸出密度については、『大阪図書
館評価』p.6.で大阪市、堺市、東大阪
市を除いて、「貸出活動上位の公立図書
館における整備状況 2005((社)日本図
書館協会調べ)」と「大阪の図書館の自
治体達成率」として比較している。こ
れによれば、貸出密度達成率が 100%
を超えるのは、茨木市、豊中市、熊取
町、島本町、忠岡町の 2 市 3 町の図書
館である。 
27) 日本図書館協会図書館ハンドブック編
集委員会。前掲 6)。 
28) 日本図書館協会図書館ハンドブック編
集委員会。前掲 6)。 
29) 大阪公共図書館協会研究委員会図書館
評価研究グループ。前掲 20)。p.8. 
30) 図書館利用比率ではなく、図書館登録
比率としたのは、利用者カードを所持
しなくても閲覧や図書館資料の複写な
どの利用が可能であるからである。 
31) いわゆる自治体の「集客指数」のサブ
セットであろうし、図書館の集客力指
数の一部を構成する。 
32) ちなみに『ハンドブック』の旧版であ
る『図書館ハンドブック 第 5 版』では、
「H 図書館評価 3 評価のための規準
と基準 a 評価の規準」中の「表 VI-3 
評価の規準」において、次の記述が存
在した。 
   評価レベル 1 効果の評価 
     b. 時間的規準 
      ・リクエスト申し込みから文 
献の現物を入手するまでの 
時間 
 
